
政府のGX方針の全体構造

GX実現に向けた基本方針（閣議決定）

GXの基本方針を確定、150兆円の官民投資、

原発利活用推進、水素・アンモニア火力推進など

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進

に関する法律案（GX推進法）

GX推進のための機構の設立、計画策定、GX債

発行など

脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確

立を図るための電気事業法等の一部を改正す

る法律案（GX電源法）

原発推進、再エネの規律強化など

電事法、炉規法、原子力基本法など５つの法案

を束ねた束ね法
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GX推進法

GX電源法



https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/pdf/011_01_00.pdfhttps://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai4/siryou1.pdf

官民投資150兆円の費目

水素・アンモニア・
CCUSが含まれる

GX経済移行債の使い道
● 総額150兆円以上とされる投資の内、20兆円が政府支出

● 政府が支出するうち20兆円の内容は「水素・アンモニア、再エネ、蓄電池、製造業の省エネ・燃料転換などが想定」
と説明するものの詳細不明。

● 政府支援の基本原則は、「資金調達手法を含め、企業が経営革新にコミットすることを大前提として、技術の革新性
や事業の性質等により、民間企業のみでは投資判断が真に困難な事業を対象とすること」。

● 原子力、CCS、水素・アンモニアに資金が流れる懸念。原子力には1兆円が投じられ、一部は実証炉の建設費にも回る。
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再エネ/送電網への政府
支出なしか？

原子力1兆円はだれが出
すのか？（令和5年度予
算123億円が計上済み）
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日本の原発発電電力量と発電によるＣＯ２排出量 4
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原子力 再エネ等 発電によるCO2排出量

地球温暖化対策推進大綱（１９９８）

2010年度までに原発20基増

⇒実際は4基のみ

2006年度電力供給計画

2017年度ごろまでに13基増

⇒実際は1基のみ(重複)

２次エネルギー基本計画(2010)

2030年までに少なくとも13基増

⇒最大で2基（島根3と大間）

原子力政策は高い目標を立てては失敗することを繰り返している

原子力基本法で原発推進を国の責務とすることは、政策の柔軟性を失う

経産省資料より作成

新設は期待できず、再稼働も安全性、地元理解の観点から限定的
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規制と推進の分離の形骸化② 規制庁の組織構成

総職員数の16％に過ぎない経産省出身者が幹部職員の47％を、トップ８の８８％を、トップ５の100％を占める

6

「参議院議員辻元清美君提出原子力規制委員会と原子力規制庁の独立性に関する質問に対する答弁書」などから作成
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